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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 72,777 0.6 3,816 △25.1 4,386 △21.1 3,319 △6.5

2025年３月期 72,341 △0.4 5,096 △2.7 5,559 △4.4 3,550 △16.2
(注) 包括利益 2026年３月期 3,534百万円( 72.4％) 2025年３月期 2,049百万円( △64.1％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 91.15 － 6.7 6.9 5.2

2025年３月期 97.49 － 7.2 8.7 7.0

(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 7百万円 2025年３月期 －百万円

(注)当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 63,742 50,108 78.5 1,373.83

2025年３月期 62,946 49,426 78.4 1,355.06
(参考) 自己資本 2026年３月期 50,033百万円 2025年３月期 49,351百万円

(注)当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 4,667 △903 △2,591 11,554

2025年３月期 5,055 △2,185 △2,277 10,432

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 140.00 － 140.00 280.00 2,554 71.8 5.2

2026年３月期 － 140.00 － 140.00 280.00 2,554 76.8 5.1
2027年３月期(予想) － 35.00 － 35.00 70.00 77.4
(注)当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。2025年３月期及び
2026年３月期につきましては、分割前の配当金の額を記載しております。なお、2027年３月期（予想）の配当金につ
いては当該株式分割の影響を考慮して記載しております。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 34,000 △4.0 1,700 5.6 2,000 6.7 1,300 13.8 35.63

通 期 73,000 0.3 4,200 10.1 4,700 7.2 3,300 △0.6 90.44



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社 (社名) 、除外 1社 (社名)
M&Fロジスティクス株式会社（旧：
日東富士運輸株式会社）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 37,538,912株 2025年３月期 37,538,912株

② 期末自己株式数 2026年３月期 1,119,764株 2025年３月期 1,118,552株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 36,419,911株 2025年３月期 36,420,884株

(注)１ 当社は、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、信託が所有する当社株式は自己株式に含めて記載しております。
２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定してお
ります。

(参考) 個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 44,866 △0.9 1,980 △32.9 3,808 △19.9 3,461 2.8

2025年３月期 45,295 △3.2 2,953 △9.3 4,754 △1.1 3,368 △13.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 95.04 －

2025年３月期 92.49 －

(注)当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 53,365 42,764 80.1 1,174.23

2025年３月期 53,631 42,185 78.7 1,158.29

(参考) 自己資本 2026年３月期 42,764百万円 2025年３月期 42,185百万円

(注)当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束するものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、「添付資料」４ページ「(４)今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における国内経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移したものの、原材料価

格およびエネルギーコストの高止まりが継続しました。消費者の根強い節約志向により需要が力強さを欠くなか、価格

転嫁の推進と生産効率の改善を両立することが求められる状況にあります。

このような事業環境のもと、当社グループは、2024年５月に公表した「中期経営計画2026」に掲げる重要課題に基づ

き、持続的成長に向けた各施策を推進してまいりました。その一環として、2025年10月31日付で、物流子会社である日

東富士運輸株式会社を丸全昭和運輸株式会社との合弁事業へ再編いたしました。一方、2024年10月に静岡食品工場で発

生したプレミックス製品の回収事案を受け、工場設備の保守点検体制を強化した結果、2025年度から2026年度にかけて、

老朽化が進行している一部工場設備を対象とした大規模修繕工事を進めております。

当社グループの当連結会計年度の業績は、主力である小麦粉の販売数量が堅調に推移したこと等により、売上高は727

億7千7百万円（前年同期比0.6％増）と増収となりました。利益面では、製粉・食品事業における老朽化設備に対する修

繕費の増加、飼料配合用副産物の価格下落の影響に加え、販売運賃等の間接費の高騰があったほか、外食事業において

も人件費およびフードコスト等の増加が利益を圧迫し、経常利益は、43億8千6百万円（前年同期比21.1％減）となりま

した。親会社株主に帰属する当期純利益は、前中間連結会計期間に計上した損害賠償損失（特別損失）の反動や、当第

４四半期に投資有価証券売却益を特別利益として計上した一方、外食事業店舗に係る減損損失を計上したこと等により、

33億1千9百万円（前年同期比6.5％減）となりました。

このほか、運送事業セグメントの連結子会社株式の一部譲渡により、日東富士運輸株式会社（現：Ｍ＆Ｆロジスティ

クス株式会社）は持分法適用会社となりました。これに伴い、同社の売上高および利益は連結対象から除外されており、

当社グループの連結業績における売上高および利益の前期比較に軽微な影響が生じております。

なお、当該大規模修繕の対応状況および今後の事業環境等を踏まえ、「中期経営計画2026」につきましては、現在更

新作業を進めており、近日中に改めてご案内いたします。

(前年同期間比) (単位：百万円)

2025年３月期 2026年３月期 前年同期差 前年同期比

売上高 72,341 72,777 436 0.6％

営業利益 5,096 3,816 △1,280 △25.1％

経常利益 5,559 4,386 △1,173 △21.1％

親会社株主に
帰属する
当期純利益

3,550 3,319 △231 △6.5％

〔セグメント別営業概況〕

①製粉及び食品事業 (単位：百万円)

2025年３月期 2026年３月期 前年同期差 前年同期比

売上高 60,772 60,502 △270 △0.4％

営業利益 4,582 3,523 △1,059 △23.1％

「製粉及び食品事業」につきましては、外国産小麦の政府売渡価格が、昨年4月改定で4.6％、同10月改定で4.0％それ

ぞれ値下げとなったことを受け、昨年7月10日納品分および本年1月10日納品分から業務用小麦粉の価格改定を実施した

ことから、売上高は前年同期比0.4％減の605億2百万円となりました。

営業利益につきましては、当社工場で老朽化した設備に対する修繕費の増加、飼料配合用副産物の価格下落の影響に

加え、販売運賃等の間接費の高騰があったため、前年同期比23.1％減の35億2千3百万円と減収減益になりました。
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②外食事業 (単位：百万円）

2025年３月期 2026年３月期 前年同期差 前年同期比

売上高 11,438 12,221 782 6.8％

営業利益 415 216 △198 △47.9％

「外食事業」の㈱さわやか（当連結対象期間１月～12月）につきましては、主力のケンタッキーフライドチキン店の

新店舗開業等により、売上高は前年同期比6.8％増の122億2千1百万円となりました。営業利益につきましては、人件費

やフードコストなど各種費用の大幅な増加により、前年同期比47.9％減の2億1千6百万円と増収減益となりました。

③運送事業 (単位：百万円）

2025年３月期 2026年３月期 前年同期差 前年同期比

売上高 2,046 1,459 △587 △28.7％

営業利益 40 39 △1 △4.6％

当社グループの「運送事業」を担う日東富士運輸㈱につきましては、2025年10月31日付けで株式の一部（66.6％）を

譲渡したことに伴い、2025年11月より連結範囲から除外し、持分法適用会社へと変更しております。

この連結範囲の変更の影響もあり、売上高は前年同期比28.7％減の14億5千9百万円となりました。営業利益につきま

しても、前年同期比4.6％減の3千9百万円となり、減収減益となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円）

2025年３月期 2026年３月期 比較

流動資産 32,444 33,097 653

固定資産 30,502 30,645 142

資産計 62,946 63,742 796

流動負債 9,893 9,406 △487

固定負債 3,625 4,227 601

負債計 13,519 13,634 114

純資産 49,426 50,108 681

負債・純資産計 62,946 63,742 796

当連結会計年度末の当社グループの総資産は、前連結会計年度末に比べ7億9千6百万円増加し、637億4千2百万円とな

りました。

流動資産は330億9千7百万円で、短期貸付金（キャッシュ・マネジメント・システムによる実質的な現金及び現金同等

物）や原材料及び貯蔵品が増加した一方、流動資産その他（仮払金・未収入金）等が減少したこと等により、前年度末

に比べ6億5千3百万円増加しました。固定資産は306億4千5百万円で、退職給付に係る資産が増加した一方、当期にＭ＆

Ｆロジスティクス㈱（旧：日東富士運輸㈱）が完全子会社から持分法適用会社へ異動したことに伴い、同社が連結範囲

から除外されたことに伴う有形固定資産の減少等により、前年度末に比べ1億4千2百万円増加しました。この結果、資産

合計は637億4千2百万円となり、前年度末に比べ7億9千6百万円増加しました。

流動負債は94億6百万円で、損害賠償損失引当金が減少したこと等により、前年度末に比べ4億8千7百万円減少しまし

た。固定負債は42億2千7百万円で、固定負債その他（長期預り金）の増加等により、前年度末に比べ6億1百万円増加し

ました。この結果、負債合計は136億3千4百万円となり、前年度末に比べ1億1千4百万円増加しました。

純資産は利益剰余金や退職給付に係る調整累計額が増加した一方、その他有価証券評価差額金が減少したこと等によ

り前年度末に比べ6億8千1百万円増加し、501億8百万円となりました。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度に比べ0.1％増加して78.5％となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

現金及び現金同等物の期末残高は115億5千4百万円となり、前連結会計年度末から11億2千1百万円増加しました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益に減価償却費等を加算した額から、法人税等の支払

い等により、46億6千7百万円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、△9億3百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により△25億9千1百万円となりました。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

自己資本比率（％） 74.6 74.7 77.2 78.4 78.5

時価ベースの自己資本比率（％） 73.7 67.1 75.4 96.8 103.1

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率（年）
0.3 0.3 0.1 0.1 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 689.4 794.9 2,412.8 1,460.4 953.5

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×当社の期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。

（４）今後の見通し

当社グループは、近々公表予定の更新後の「中期経営計画 Rolling Plan」に基づき、収益基盤の強化および持続的成

長の実現に向けた各施策を推進してまいります。主力である製粉・食品事業においては、安定供給体制の維持・強化に

加え、価格戦略の見直しおよびコスト構造の改善により収益性の向上を図ります。また、DXの推進による省力化と設備

保全の徹底により、生産効率の改善および品質水準の一層の向上に取り組みます。外食事業においては、店舗運営の効

率化を進め、収益の回復に努めます。

2027年３月期（2026年度）の連結業績予想につきましては、連結売上高730億円（対前期比0.3％増）、連結経常利益

47億円（対前期比7.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益33億円（対前期比0.6％減）を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題の一つとして認識しており、各事業年度の業績の状況と将来の事業展

開を総合的に勘案し、安定的な配当の維持を基本としつつも、累進配当を継続することにより利益還元の強化も継続

し、株主の皆様のご期待にこたえて参ります。

なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる

旨を定款に定めております。

当事業年度の期末配当金につきましては、普通配当を１株当たり140円とさせていただきます。中間期においては、

中間配当金１株当たり140円を実施いたしておりますので、当期の年間配当金は１株当たり280円となります。

次期の配当金につきましては、2026年4月1日を効力発生日として実施した株式分割も踏まえ、中間配当金１株当た

り35円、期末配当金１株当たり35円の年間配当金１株当たり70円を予定しております。なお、当該株式分割を考慮し

ない場合の配当は１株当たり280円となり、株式分割に伴う遡及修正後の前期配当実績と同額となります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間比較の可能性を考慮し、当面は日本基準を採用していく方

針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,195 1,176

受取手形及び売掛金 10,057 9,765

商品及び製品 3,269 3,117

原材料及び貯蔵品 7,245 7,906

短期貸付金 9,241 10,636

その他 1,442 502

貸倒引当金 △7 △6

流動資産合計 32,444 33,097

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,830 6,694

機械装置及び運搬具（純額） 5,754 5,403

土地 4,535 4,477

その他（純額） 523 630

有形固定資産合計 17,644 17,205

無形固定資産

その他 470 446

無形固定資産合計 470 446

投資その他の資産

投資有価証券 8,394 7,942

差入保証金 793 780

退職給付に係る資産 2,768 3,689

繰延税金資産 125 116

その他 348 504

貸倒引当金 △42 △40

投資その他の資産合計 12,387 12,993

固定資産合計 30,502 30,645

資産合計 62,946 63,742
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,828 4,783

短期借入金 420 400

未払法人税等 786 740

賞与引当金 640 714

役員賞与引当金 33 33

損害賠償損失引当金 524 5

その他 2,659 2,729

流動負債合計 9,893 9,406

固定負債

繰延税金負債 2,554 2,616

役員退職慰労引当金 8 14

役員株式報酬引当金 14 32

退職給付に係る負債 295 265

資産除去債務 635 732

その他 117 567

固定負債合計 3,625 4,227

負債合計 13,519 13,634

純資産の部

株主資本

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 4,141 4,141

利益剰余金 38,519 39,000

自己株式 △570 △572

株主資本合計 44,590 45,069

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,913 3,557

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 585 681

退職給付に係る調整累計額 262 725

その他の包括利益累計額合計 4,761 4,964

非支配株主持分 74 74

純資産合計 49,426 50,108

負債純資産合計 62,946 63,742
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 72,341 72,777

売上原価 55,128 55,963

売上総利益 17,212 16,814

販売費及び一般管理費

販売手数料 896 941

販売運賃 3,220 3,510

貸倒引当金繰入額 △0 0

給料及び手当 2,681 2,815

賞与引当金繰入額 319 361

役員賞与引当金繰入額 33 33

退職給付費用 16 0

役員退職慰労引当金繰入額 5 5

役員株式報酬引当金繰入額 14 17

賃借料 824 892

その他 4,102 4,418

販売費及び一般管理費合計 12,115 12,997

営業利益 5,096 3,816

営業外収益

受取利息 38 81

受取配当金 183 179

持分法による投資利益 - 7

固定資産賃貸料 206 226

その他 134 153

営業外収益合計 563 648

営業外費用

支払利息 3 5

為替差損 42 -

原料売却損 2 16

海外子会社駐在員に係る源泉所得税負担額 26 31

その他 25 24

営業外費用合計 100 78

経常利益 5,559 4,386
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 371 4

投資有価証券売却益 79 785

受取保険金 200 -

特別利益合計 650 789

特別損失

固定資産売却損 2 -

固定資産除却損 93 40

減損損失 55 242

投資有価証券評価損 - 0

損害賠償損失 808 -

特別損失合計 960 283

税金等調整前当期純利益 5,249 4,892

法人税、住民税及び事業税 1,685 1,547

法人税等調整額 0 9

法人税等合計 1,685 1,556

当期純利益 3,564 3,335

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 3,550 3,319

非支配株主に帰属する当期純利益 13 15

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,414 △355

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 155 91

退職給付に係る調整額 △254 462

その他の包括利益合計 △1,514 199

包括利益 2,049 3,534

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,032 3,522

非支配株主に係る包括利益 17 12
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,500 4,049 37,266 △477 43,339

当期変動額

剰余金の配当 △2,296 △2,296

親会社株主に帰属する

当期純利益
3,550 3,550

自己株式の取得 △123 △123

自己株式の処分 91 29 121

その他 △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 91 1,252 △93 1,251

当期末残高 2,500 4,141 38,519 △570 44,590

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 5,327 0 434 517 6,279 57 49,676

当期変動額

剰余金の配当 △2,296

親会社株主に帰属する

当期純利益
3,550

自己株式の取得 △123

自己株式の処分 121

その他 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,414 △0 151 △254 △1,518 17 △1,500

当期変動額合計 △1,414 △0 151 △254 △1,518 17 △249

当期末残高 3,913 △0 585 262 4,761 74 49,426
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,500 4,141 38,519 △570 44,590

当期変動額

剰余金の配当 △2,554 △2,554

親会社株主に帰属する

当期純利益
3,319 3,319

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0

連結及び持分法適用範

囲の変動
△284 △284

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 480 △2 478

当期末残高 2,500 4,141 39,000 △572 45,069

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 3,913 △0 585 262 4,761 74 49,426

当期変動額

剰余金の配当 △2,554

親会社株主に帰属する

当期純利益
3,319

自己株式の取得 △3

自己株式の処分 0

連結及び持分法適用範

囲の変動
△284

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△355 0 95 462 203 △0 203

当期変動額合計 △355 0 95 462 203 △0 681

当期末残高 3,557 △0 681 725 4,964 74 50,108
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,249 4,892

減価償却費 1,690 1,791

減損損失 55 242

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △8 102

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △0

役員株式報酬引当金の増減額(△は減少) 14 17

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △64 △55

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △12 △26

退職給付費用（組替調整分） △165 △190

受取利息及び受取配当金 △222 △261

受取保険金 △200 -

支払利息 3 5

持分法による投資損益（△は益） - △7

投資有価証券売却損益（△は益） △79 △785

投資有価証券評価損益（△は益） - 0

固定資産売却損益（△は益） △368 △4

固定資産除却損 93 40

損害賠償損失 808 -

売上債権の増減額（△は増加） 573 48

棚卸資産の増減額（△は増加） 916 △513

その他の流動資産の増減額（△は増加） △661 881

仕入債務の増減額（△は減少） △86 △45

その他の流動負債の増減額（△は減少） △502 398

その他 13 41

小計 7,041 6,569

利息及び配当金の受取額 221 258

利息の支払額 △3 △4

損害賠償金の支払額 △284 △581

法人税等の支払額 △1,919 △1,574

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,055 4,667
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △1 △241

有形固定資産の取得による支出 △2,662 △1,612

有形固定資産の売却による収入 519 9

無形固定資産の取得による支出 △26 △14

投資有価証券の取得による支出 △24 △22

投資有価証券の売却による収入 102 890

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

- 150

差入保証金の差入による支出 △31 △42

差入保証金の回収による収入 28 21

その他 △90 △41

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,185 △903

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20 △23

配当金の支払額 △2,296 △2,554

自己株式の取得による支出 △123 △3

自己株式の売却による収入 121 0

非支配株主への配当金の支払額 - △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,277 △2,591

現金及び現金同等物に係る換算差額 41 △50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 634 1,121

現金及び現金同等物の期首残高 9,798 10,432

現金及び現金同等物の期末残高 10,432 11,554
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数及び名称

６社 ㈱さわやか、隅田商事㈱、㈱増田製粉所、兼三㈱

NITTO-FUJI INTERNATIONAL VIETNAM CO.,LTD.、Nitto Fuji International (Thailand) Co.,Ltd.

当連結会計年度において、当社は連結子会社であるM&Fロジスティクス㈱（旧：日東富士運輸㈱）の株式の一

部を2025年10月31日付けで譲渡いたしました。これに伴い、当連結会計年度より、M&Fロジスティクス㈱は当社

の連結の範囲から除外され、持分法適用関連会社となりました。

（２）非連結子会社の数及び名称

該当事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

１社 M&Fロジスティクス㈱

「連結の範囲に関する事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、M&Fロジスティクス㈱は当社の連結の範囲

から除外され、持分法適用関連会社となりました。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち㈱さわやか及びNITTO-FUJI INTERNATIONAL VIETNAM CO.,LTD.の決算日は2025年12月31日であ

り、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａその他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法

②棚卸資産

ａ商品及び製品

主として総平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

ｂ原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

③デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

機械装置については、主として定額法、その他は定率法を採用しております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 3～60年

機械装置及び運搬具 2～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用してお

ります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による繰入額を計上しております。

③役員賞与引当金

役員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

⑤役員株式報酬引当金

役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付にあてるため、株式交付規程に基づき、取締役及び執行役員（監査

等委員である取締役、社外取締役、受入出向者及び国内非居住者を除く）に割り当てられたポイントに応じた支

給見込額を計上しております。

⑥損害賠償損失引当金

当社において製造・販売したプレミックス粉の一部に異物混入（樹脂微片）の可能性があることから、2024年

10月17日に厚生労働省へ自主回収処置（リコール）を届け出し、ご関係のお取引先様から該当する弊社製品の回

収をいたしました。

当連結会計年度末においては、お取引先様から提示のあった賠償請求金額を損害賠償損失引当金として計上し

ております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

収益の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針30号 2020年3月31日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

①製粉及び食品事業

小麦粉・ふすま・ミックス粉・食品等の販売取引については、製品及び商品を取引先に引き渡した時点で、当

該商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。対価については、履

行義務の充足時点から概ね2ヶ月以内に受領しております。
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②外食事業

ケンタッキーフライドチキン等の外食事業については、商品をお客様に提供した時点で、当該商品の支配が顧

客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。対価については、原則履行義務の充足

時点で受領をしております。

③運送事業

運送事業については、運送サービスを完了した時点で、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しており

ます。対価については、履行義務の充足時点から概ね2ヶ月以内に受領しております。

（５）退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

当社従業員の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、5年による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から当該年数にわたって費用

処理することとしております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

（７）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

③ヘッジ方針

為替予約取引は、外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするために行うものとしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定できるため、高い有効性があるものとみなし、ヘッジの

有効性評価を省略しております。

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

（９）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。
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(連結貸借対照表関係)

１．有形固定資産減価償却累計額

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

37,345百万円 37,036百万円

(連結損益及び包括利益計算書関係)

１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

前連結会計年度 当連結会計年度

377百万円 116百万円

２．固定資産売却益の内容

前連結会計年度 当連結会計年度

建物及び構築物 －百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 10 〃 4 〃

土地 361 〃 － 〃

その他(工具器具備品) 0 〃 0 〃

計 371百万円 4百万円

３．固定資産売却損の内容

前連結会計年度 当連結会計年度

建物及び構築物 0百万円 －百万円

その他(工具器具備品) 2 〃 － 〃

計 2百万円 －百万円

４．固定資産除却損の内容

前連結会計年度 当連結会計年度

建物及び構築物 46百万円 14百万円

機械装置及び運搬具 3 〃 2 〃

その他(工具器具備品他) 6 〃 0 〃

除却費用 37 〃 22 〃

計 93百万円 40百万円
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５．減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

用途 種類 金額 場所

外食事業店舗
（連結子会社８物件）

建物及び構築物 32百万円

東京都板橋区・多摩市・
神奈川県平塚市・
栃木県小山市

機械装置及び運搬具 18百万円

有形固定資産その他
（工具器具備品）

3百万円

無形固定資産その他
（電話加入権）

0百万円

投資その他の資産その他
（長期前払費用）

0百万円

計 55百万円

外食事業店舗につきましては、資産のグルーピングは、各店舗毎に行っております。

減損損失を計上した店舗は、収益性が著しく低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、上記物件については、実質的な価値は

ないと考え、正味売却価額をゼロと評価しております。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

用途 種類 金額 場所

外食事業店舗
（連結子会社17物件）

建物及び構築物 166百万円

東京都板橋区・練馬区・渋谷
区・足立区・多摩市・東久留
米市・町田市・調布市・
神奈川県平塚市・相模原市・
埼玉県上尾市・さいたま市・
群馬県太田市

機械装置及び運搬具 51百万円

有形固定資産その他
（工具器具備品）

13百万円

無形固定資産その他
（電話加入権）

0百万円

投資その他の資産その他
（長期前払費用）

9百万円

計 242百万円

外食事業店舗につきましては、資産のグルーピングを各店舗単位で行っております。

営業活動から生じる損益が著しく低下している店舗については、当該店舗に係る資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを7.5％で割

り引いて算定しております。

６．受取保険金及び損害賠償損失

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社において製造・販売したプレミックス粉の一部に異物混入（樹脂微片）の可能性があることから、2024年10

月17日に厚生労働省へ自主回収処置（リコール）を届け出し、当該損失額808百万円を特別損失に計上しておりま

す。当該損失には、発生可能性があると想定される賠償負担に関して、合理的に見積り可能な損害賠償損失引当金

繰入額524百万円が含まれております。

また、賠償負担に対応する受取保険金200百万円を特別利益に計上しております。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。
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７．その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △1,914百万円 245百万円

組替調整額 △46 〃 △764 〃

法人税等及び税効果調整前 △1,961百万円 △518百万円

法人税等及び税効果額 546 〃 163 〃

その他有価証券評価差額金 △1,414百万円 △355百万円

繰延ヘッジ損益

当期発生額 △0百万円 0百万円

法人税等及び税効果額 0 〃 △0 〃

繰延ヘッジ損益 △0百万円 0百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 155百万円 91百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 △197百万円 866百万円

組替調整額 △165 〃 △190 〃

法人税等及び税効果調整前 △362百万円 675百万円

法人税等及び税効果額 107 〃 △213 〃

退職給付に係る調整額 △254百万円 462百万円

その他の包括利益合計 △1,514百万円 199百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,384,728 － － 9,384,728

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 279,448 17,738 17,548 279,638

(注) １．当連結会計年度末の自己株式数には、取締役等への株式報酬制度のために設定した役員報酬ＢＩＰ信託

口が所有する当社株式17,548株を含めております。

２．自己株式の株式数の増加17,738株は、単元未満株式の買取請求190株及び役員報酬ＢＩＰ信託口による

増加17,548株によるものであります。

３．自己株式の株式数の減少は、役員報酬ＢＩＰ信託口による減少17,548株であります。

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月７日
取締役会

普通株式 1,019 112.00 2024年３月31日 2024年６月10日

2024年11月13日
取締役会

普通株式 1,277 140.00 2024年９月30日 2024年12月３日

（注）2024年11月13日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した

役員報酬ＢＩＰ信託口に対する配当金２百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,277 140.00 2025年３月31日 2025年６月10日

（注）2025年５月７日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した

役員報酬ＢＩＰ信託口に対する配当金２百万円が含まれております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,384,728 － － 9,384,728

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数に

ついては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 279,638 442 139 279,941

(注) １．当連結会計年度末の自己株式数には、取締役等への株式報酬制度のために設定した役員報酬ＢＩＰ信託

口が所有する当社株式17,409株を含めております。

２．自己株式の株式数の増加442株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

３．自己株式の株式数の減少139株は、役員報酬ＢＩＰ信託口から対象者への給付によるものであります。

４．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数

については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月７日
取締役会

普通株式 1,277 140.00 2025年３月31日 2025年６月10日

2025年10月31日
取締役会

普通株式 1,277 140.00 2025年９月30日 2025年12月２日

(注) １．2025年５月７日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した

役員報酬ＢＩＰ信託口に対する配当金２百万円が含まれております。

２．2025年10月31日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した

役員報酬ＢＩＰ信託口に対する配当金２百万円が含まれております。

３．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記は、

当該株式分割前の配当金の額を記載しています。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年５月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,277 140.00 2026年３月31日 2026年６月９日

（注）１．2026年５月７日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した

役員報酬ＢＩＰ信託口に対する配当金２百万円が含まれております。
２．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記は、

当該株式分割前の配当金の額を記載しています。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金 1,195百万円 1,176百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △1 〃 △243 〃

役員報酬ＢＩＰ信託別段預金 － 〃 △12 〃

短期貸付金（注） 9,238 〃 10,633 〃

現金及び現金同等物 10,432百万円 11,554百万円

（注）親会社（三菱商事㈱）が同一であるグループ会社（三菱商事フィナンシャルサービス㈱）が運営するCMS

（キャッシュ・マネジメント・サービス）によるものであります。

２ 持分の譲渡により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

持分の譲渡により連結子会社でなくなった日東富士運輸㈱（現：M&Fロジスティクス㈱）の、連結除外時の資産及

び負債の内容並びに持分の売却価額と連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入との関係は次のとおり

です。

流動資産 567百万円

固定資産 433百万円

流動負債 △335百万円

固定負債 △238百万円

持分譲渡後の投資勘定 △142百万円

子会社株式売却益相当額（注） 148百万円

持分の譲渡価額 433百万円

現金及び現金同等物 △283百万円

差引：売却による収入 150百万円

（注）本株式譲渡は株式譲渡制限及び株式買戻しの特約条項が付されていることにより、譲渡代金として収受した

対価は負債として計上し、売却損益は計上しておりません。
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(企業結合等関係)

事業分離

(連結子会社株式の一部譲渡)

当社は、2025年10月31日付で、当社の連結子会社である日東富士運輸㈱（以下「日東富士運輸」）の発行済株式

の66.6％（小数点第二位以下を切り捨て）を丸全昭和運輸㈱（以下「丸全昭和運輸」）に譲渡いたしました。これ

により、日東富士運輸を連結子会社から持分法適用関連会社へ変更しております。

１ 事業分離の概要

① 分離先企業の名称

丸全昭和運輸

② 分離した事業の内容

運送事業

③ 事業分離を行った主な理由

昨今の新物流効率化法をはじめとする法制度の整備により、荷待ち時間の削減や配送効率のさらなる向上が

求められる中、当社は物流体制の強化を目的として、物流子会社である日東富士運輸を、丸全昭和運輸との合

弁事業化（カーブアウト）により再編することといたしました。

丸全昭和運輸は、貨物自動車運送事業をはじめ、港湾運送・倉庫・通関・構内作業など、総合物流サービス

を展開する企業であり、同社の高度な運送ノウハウを活用することで、当社グループの物流機能の強化につな

がるものと判断し持分を一部譲渡（売却）することといたしました。

④ 事業分離日

2025年10月31日

⑤ 法的形式を含むその他の取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

２ 実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額・会計処理

本株式譲渡は株式譲渡制限及び株式買戻しの特約条項が付されていることにより、譲渡代金として収受した対

価は負債として計上し、売却損益は計上しておりません。

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 567百万円

固定資産 433百万円

資産合計 1,001百万円

流動負債 335百万円

固定負債 238百万円

負債合計 574百万円

(3)分離した事業が含まれていた報告セグメント

運送事業

(4)当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 65百万円

営業利益 39百万円
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(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に

関する事項 （４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３ 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループは、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる

対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、当社及び㈱増田製粉所が、小麦その他農産物等を原料として小麦粉・ふすま・ミックス粉・食

品等の製造を行い、三菱商事㈱や隅田商事㈱・兼三㈱ほかの特約店等を通じて販売しております。また、㈱さわや

かが、ケンタッキーフライドチキン等のファーストフード店舗経営を行い、Ｍ＆Ｆロジスティクス㈱（旧：日東富

士運輸㈱）が、当社の原料小麦及び製品の運送を行っております。

したがって、当社グループは、製品及びサービスを基礎とした事業別セグメントから構成されており、「製粉及

び食品事業」、「外食事業」、「運送事業」の3つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの製品及びサービスは以下のとおりであります。

製粉及び食品事業・・・ 小麦粉・ふすま・ミックス粉・食品等

外食事業・・・・・・・ ケンタッキーフライドチキン等

運送事業・・・・・・・ 運送業

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額製粉及び

食品事業
外食事業 運送事業 計

国内事業（注３） 57,291 11,436 144 68,872 － 68,872

海外事業（注３） 3,468 － － 3,468 － 3,468

顧客との契約から生じる収益 60,760 11,436 144 72,341 － 72,341

売上高

外部顧客への売上高 60,760 11,436 144 72,341 － 72,341

セグメント間の内部
売上高又は振替高

11 1 1,902 1,916 △1,916 －

計 60,772 11,438 2,046 74,257 △1,916 72,341

セグメント利益 4,582 415 40 5,038 58 5,096

セグメント資産 58,971 3,810 1,138 63,919 △973 62,946

その他の項目

減価償却費 1,342 250 98 1,690 － 1,690

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,761 558 268 2,588 － 2,588

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２ セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 所在地別の売上収益は、事業拠点の所在地を基礎として分類しております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額製粉及び

食品事業
外食事業 運送事業 計

国内事業（注３） 56,809 12,219 65 69,094 － 69,094

海外事業（注３） 3,683 － － 3,683 － 3,683

顧客との契約から生じる収益 60,492 12,219 65 72,777 － 72,777

売上高

外部顧客への売上高 60,492 12,219 65 72,777 － 72,777

セグメント間の内部
売上高又は振替高

9 1 1,393 1,405 △1,405 －

計 60,502 12,221 1,459 74,182 △1,405 72,777

セグメント利益 3,523 216 39 3,778 37 3,816

セグメント資産 60,114 3,819 － 63,934 △191 63,742

その他の項目

減価償却費 1,392 308 90 1,791 － 1,791

持分法適用会社への投資額 150 － － 150 － 150

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,095 497 － 1,593 － 1,593

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２ セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 所在地別の売上収益は、事業拠点の所在地を基礎として分類しております。

４ 日東富士運輸㈱（現：M＆Fロジスティクス㈱）の株式を一部売却したことにより、同社は連結子会社から持分

法適用関連会社へ移行しました。これに伴い、当連結会計年度の運送事業セグメントには、４月から10月まで

の業績を記載しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益及び包括利益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しており

ます。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱商事㈱ 10,991 製粉及び食品事業

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益及び包括利益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しており

ます。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱商事㈱ 10,824 製粉及び食品事業

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計
製粉及び
食品事業

外食事業 運送事業 計

減損損失 － 55 － 55 － 55

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計
製粉及び
食品事業

外食事業 運送事業 計

減損損失 － 242 － 242 － 242
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 1,355.06円 1,373.83円

１株当たり当期純利益 97.49円 91.15円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．当社は、取締役等に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。１株当たり当期純利益の算定

上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式

を含めております（前連結会計年度46,795株、当連結会計年度69,807株）。また、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております（前連

結会計年度70,192株、当連結会計年度69,636株）。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 3,550 3,319

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

3,550 3,319

普通株式の期中平均株式数(株) 36,420,884 36,419,911

４．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、期中平均株式

数、自己株式数を算定しております。
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(重要な後発事象)

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年2月2日開催の取締役会決議に基づき、2026年4月1日付で株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更

を行っております。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、株式の流動性の向上ならびに投資家層の拡大を図ること

を目的としております。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

2026年3月31日(火)最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式1株につき、4株の割合をもって分割しておりま

す。

（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 9,384,728株

今回の分割により増加する株式数 28,154,184株

株式分割後の発行済株式総数 37,538,912株

株式分割後の発行可能株式総数 120,000,000株

（３）分割の日程

基準日公告日 2026年3月16日

基準日 2026年3月31日

効力発生日 2026年4月１日

３．株式分割に伴う定款の一部変更について

（１）変更の理由

株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づき、2026年4月1日をもって、当社の定款第6条発行可能株式総数を

変更いたしました。

（２）変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

(表中下線は変更部分)

変更前 変更後

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

3,000万株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

1億2,000万株とする。

（３）変更の日程

効力発生日 2026年4月1日

４．その他

（１）2026年3月期の期末配当金

今回の株式分割は、2026年4月1日を効力発生日としていますので、2026年3月31日を基準日とする2026年3月期の期末

配当金は、株式分割前の株式が対象となります。なお、2026年3月期の配当予想に変更はありませんので、1株当たりの

期末配当金は従来発表のとおり140円を予定しています。

（２）資本金の金額の変更について

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。


